
 

 

   那須塩原市ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス等普及促進事業補助金交 

付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、那須塩原市補助金交付規則（平成１７年那須塩原市規則

第５１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、ネット・ゼロ・エ

ネルギー・ハウス等普及促進事業補助金（以下「ＺＥＨ等補助金」という。

）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （交付の目的） 

第２条 ＺＥＨ等補助金は、市内の都市再生特別措置法（平成１４年法律第２

２号）第８１条第２項第２号に規定する区域（以下「居住誘導区域」という

。）に新築される一戸建て住宅であって、ＺＥＨ又はＺＥＨ＋に該当し、か

つ、長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）第

５条各項に規定する認定を受けた住宅（以下「長期優良住宅」という。）を

建築又は建売により取得した所有者に対し、その取得に要する費用の一部を

交付することにより、地球温暖化対策を推進し、２０５０年脱炭素社会の実

現に寄与することを目的とする。 

 （定義） 

第３条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

⑴ ＺＥＨ 住宅の外皮の断熱性能等を大幅に向上させるとともに、高効率

な設備システムの導入により、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネル

ギーを実現した上で、再生可能エネルギー等を導入することにより、年間

の一次エネルギー消費量の収支がゼロとなることを目的とした住宅であっ

て、平成２７年１２月に経済産業省が策定したＺＥＨロードマップフォロ



 

 

ーアップ委員会が定めるＺＥＨをいう。ただし、ＮｅａｒｌｙＺＥＨ及び

ＺＥＨＯｒｉｅｎｔｅｄを除く。 

⑵ ＺＥＨ＋ ＺＥＨであって、建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律（平成２７年法律第５３号）第２条第１項第３号の定めに基づく建

築物エネルギー消費性能基準（平成２８年省令第１号）から２５％以上の

一次エネルギー消費量の削減を実現し、かつ、次の再生可能エネルギーの

自家消費拡大措置のうち２つ以上を導入した住宅をいう。ただし、Ｎｅａ

ｒｌｙＺＥＨ＋を除く。 

ア 断熱性能等級５を超える外皮性能 

イ 高度エネルギーマネジメント（ＨＥＭＳなど） 

ウ 電気自動車を活用した自家消費の拡大措置のための充電設備又は充放

電設備 

⑶ ＢＥＬＳ 建築物のエネルギー消費性能の表示に関する指針（平成２８

年国土交通省告示第４８９号）に基づく第三者認証の１つである建築物省

エネルギー性能表示制度をいう。 

⑷ 新築一戸建て住宅 新たに建築された一戸建ての住宅であり、住宅の品

質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）第２条第２項の

新築住宅と同意とする。 

（補助対象住宅） 

第４条 補助の対象となる住宅（以下「補助対象住宅」という。）は、令和５

年４月１日以降に建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項又

は同法第６条の２第１項の規定による確認済証の交付を受けた新築一戸建て

住宅であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

 ⑴ 建築基準法第７条第５項又は同法第７条の２第５項の規定による検査済



 

 

証の交付の日以降のＢＥＬＳによる評価書（以下「ＢＥＬＳ評価書」とい

う。）によりＺＥＨ又はＺＥＨ＋の基準であることが示されていること。

ただし、ＺＥＨ＋の場合は、第３条第２号に掲げる再生可能エネルギーの

自家消費拡大措置のうち２つ以上導入されていることが確認できること。 

⑵ 居住誘導区域内に建てられていること。 

⑶ 長期優良住宅の認定を受けていること。 

⑷ 建築基準法第７条第５項又は同法第７条の２第５項の規定による検査済

証の交付を受けていること。 

⑸ 店舗等併用住宅の場合は、主として居住用として使用する面積が店舗用

等の面積より大きいこと。この場合において、共用部分がある場合には、

当該共用部分を居住用として使用する面積に含めないこと。 

 （補助対象事業） 

第５条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各

号のいずれかに該当する事業をいう。 

⑴ 新築注文にて補助対象住宅を取得する事業 

⑵ 新築建売にて補助対象住宅を購入する事業 

 （補助対象者）   

第６条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次

の各号のいずれにも該当する者とする。 

⑴ 第９条に規定する補助金交付申請時において、所有する補助対象住宅に

自ら居住し、かつ、住民基本台帳に記録されていること。 

⑵ 市税を滞納していないこと。 

⑶ 過去に同一の補助金の交付を申請者並びに配偶者及び同一世帯の者が受

けていないこと。 



 

 

⑷ 那須塩原市暴力団排除条例（平成２４年那須塩原市条例第３号）第２条

第４号に規定する暴力団員及び同条第５号に規定する密接関係者でないこ

と。 

（補助対象経費） 

第７条 補助対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象

住宅の取得に係る費用から消費税及び地方消費税に相当する額を除いた額と

する。ただし、外構工事費、造園工事費、附属建物工事費及び解体工事費な

どの住宅本体以外の費用は対象としない。 

 （補助金の額） 

第８条 補助金の額は、補助対象経費の額（その額に１，０００円未満の端数

があるときは、これを切り捨てた額）とし、１戸当り２５万円を限度に予算

の範囲内において交付する。ＺＥＨ＋については、５０万円を限度とする。 

( 交付の申請兼実績報告 )  

第９条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。 ) は、Ｚ

ＥＨ等普及促進事業補助金交付申請書兼実績報告書 ( 様式第１号 ) に、別表

に掲げる添付書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する交付申請は、先着順に受け付けるものとする。 

３ 市長は、提出された交付申請の総額が予算の範囲に達したときは、申請の

受付を停止できる。ただし、受付停止としたときに同時に複数の申請があっ

た場合は、当該複数の申請に対し抽選を行い、補助金の予算を超えない範囲

にて交付申請の受付を決定できる。 

４ 第１項の規定による申請は、４月１日から翌年の２月末日までとし、補助

対象住宅の引渡しを受けた日から起算して６箇月以内に行わなければならな

い。 



 

 

( 申請の取下げ )  

第１０条 申請者が前条の規定による補助金の申請を取り下げる場合は、ＺＥ

Ｈ等補助金交付申請取下書（様式第２号）を市長に提出しなければならな

い。 

( 交付の決定及び補助金額の確定 )  

第１１条 市長は、第９条第１項に規定する申請があったときは、書類内容の

審査及び必要に応じ現地調査を行い、補助金の交付の可否を決定し、ＺＥＨ

等普及促進事業補助金交付（不交付）決定兼補助金額の確定通知書 ( 様式第

３号 ) により、申請者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１２条 前条の規定により当該補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決

定者」という。）は、速やかにＺＥＨ等普及支援事業補助金交付請求書（様

式第４号）を市長に提出しなければならない。 

 （交付決定の取消し及び返還命令） 

第１３条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、第１

１条に基づく補助金の交付決定を取り消すことができることとし、既に補助

金が交付されているときは、期限を定めて返還を命ずるものとする。 

 ⑴ 虚偽その他不正の手段により補助金の交付の決定又は交付を受けたとき 

 ⑵ 当要綱の規定に違反したとき 

 ⑶ その他市長が相当の理由があると認めるとき 

２ 前項による取消通知及び返還命令は、ＺＥＨ等普及促進事業補助金交付決

定取消通知書兼返還命令書（様式第５号）にて、通知するものとする。 

 （立入調査等） 

第１４条 市長は、申請者に対し資料等の提出を求め、補助対象住宅の状況等



 

 

を確認するため、必要に応じて立入調査を依頼することができる。 

 （協力） 

第１５条 交付決定者は、市が取り組んでいる地球温暖化対策に関する取組み

等について協力を要請するときは、これに応じるよう努めるものとする。 

( 書類の整備等 )  

第１６条 規則第２０条の規定により証拠書類を整理保管する期間は、補助対

象事業の完了した日の属する年度の翌年度から５年間とする。 

 ( その他 )  

第１７条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、 

市長が別に定める。 

   附 則   

 （施行期日） 

１ この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

 （補助金の見直し） 

２ 市長は、この補助金について、令和５年４月１日から３年を経過するごと

に、その運用状況、効果及び必要性を検証し、見直しを行うものとする。 



 

 

別表（第９条関係） 

添付書類 

⑴補助対象住宅の工事請負契約書又は売買契約書の写し（契約金額等の

内訳が不明な場合は、内訳を明らかにする書類も添付すること） 

⑵補助事業に係る費用の支払いに係る領収証の写し又は当該費用を支払

ったことが確認できる書類の写し 

⑶市税に滞納がないことを証する納税証明書の写し（３か月以内のも

の、なお、市が個人情報の確認及び収集することに同意が得られる場

合は省略可） 

⑷建築完了検査済後の日付以降のＢＥＬＳ評価書の写し（ＺＥＨ又はＺ

ＥＨ＋の基準である一次消費エネルギー削減率及び外皮性能が記載さ

れていること。） 

⑸補助対象住宅の所在地及び居住誘導区域内に建築されていることが確

認できる地図（市が所在地を確認できる場合は省略可） 

⑹長期優良住宅の認定及び完了が確認できる書類の写し 

⑺建築確認済証の写し 

⑻建築完了検査済証の写し 

⑼補助対象住宅の引渡証明書の写し 

⑽補助対象住宅の全体及び太陽光パネルが設置された屋根等の写真 

⑾ＺＥＨ＋の場合は、再生可能エネルギーの自家消費拡大措置のうち１

つ以上の設備を導入したことが確認できる写真（ＨＥＭＳ、充電設備

又は充放電設備） 

⑿補助対象住宅に居住する全員の住民票の写し（市が個人情報の確認及 

 



 

 

び収集することに同意が得られる場合は省略可） 

⒀余剰電力を電力会社に売電する場合は、電力会社と契約した電力売買

に係る契約書の写し 

⒁申請者以外に所有権を有する者がいる場合にあっては、その全員の同

意書 

⒂その他市長が必要と認める書類 

 


